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1.研究テーマ 

NHK によると、2019 年に行われた 41 の道府県議会選挙では全体の 39％に当たる 371

の選挙区で定員を超える立候補者がなく、合わせて 612 人が無投票当選した1。このように

議会の成り手不足が深刻な問題となっている。その原因の一つとして議会の審議時間帯に

問題があることが指摘されている。実際に共産党 4 期目のあぜ上三和子議員は、議員の労

働環境について質問されたさい、都議会の終了時刻について言及し、深夜に議会が終了する

ことがあり、子育て中の女性が働きにくい環境であることや、議会が保守的であり、改革が

必要であることを主張していた2。都議会は現在深夜 3 時まで行われることもある。これは

議員や都庁職員にとって大きな負担であると考えられる。それにも関わらずなぜ改善され

ないのだろうか。そこで本稿では、都議会議員の属性である、政党、年齢、性別、既婚か未

婚か、子どもの有無や支持者の属性が都議会の会期時間に対する考え方に与える影響を分

析する。 

 

2.先行研究 

夜間まで議論を続けているという現状は、問題であると同時に利点もあることが指摘さ

れている。武蔵（2016）は国会の議員立法成立数と回帰日数に一定の相関がある（r=.56, 

p<.05）とする。この背景として以下のことが指摘されている。国会においては、通常国

会の会期前半は予算関連法案の処理に充てられ、議員立法が審議されるのは会期後半に

ならざるを得ない。さらに会期末は、積み残しの閣法の処理に追われ、会期延長や臨時国

会を召集しないと議員立法の処理に充てられる日数が確保できないという現状がある。

つまり、深夜まで及ぶ長時間の審議は必要であり、都議会を改革するにあたり、審議時間

の縮小は望まれないと言える。 

また橘田（2020）は、議員の成り手不足を解消するために、議会における多様性の確保を

上げており、夜間・休日等の議会開催、通年会期制の活用等、より柔軟な議会開催等の工夫

を講じていくことが必要だとしている。佐藤（2019）は、休日・夜間議会の取組が行われて

いる目的として、傍聴者の増加を通じて幅広い住民の議会への関心を喚起することとして

いる。多様性の指摘と同様に、幅広い住民の関心を惹きつけることは、地方議員の成り手不

足解消につながるとしている。 

 

3.仮説 

どのような議員が都議会における審議時間改革に反対しているのだろうか。先行研究に

よれば、議員の会派や議員の支持者の属性が都議会における審議時間改革に関わってく

 

1 NHK 「41 都道府県議選無投票当選が過去最多」2019 年 3 月 29 日（閲覧日：2023 年 1

月 18 日）＜https://www.nhk.or.jp/politics/articles/lastweek/15969.html＞ 

2 2022 年 8 月 19 日インタビュー 
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る。本稿では 2 つの仮説を立てる。武蔵（2016）によると、審議を必要とする会派が長時

間審議を求める。よって第一の仮説は、現状の深夜までの議会を良しとする議員は議会

での実質的な討論が大事と考える議員で、つまり少数派会派ではないか。橘田（2020）

と佐藤（2019）によると、深夜議会は勤労者の議会傍聴を可能にする。よって第二の仮

説は、住民の議会への参画のしやすさを議員が考慮しているとすると、現状が最善と答

える議員の支持層は主婦層や高齢者ではなく、勤労者であると考えられる。 

 

4.データ、変数、分析手法 

本研究では、全東京都議会議員を対象に行った「津田塾大学中條研究室 2022 年度第 5 回

東京都議会議員調査」のデータを検証に用いる。この調査は、東京都議会議員 123 名(2022

年 10 月調査時点)を対象に調査票の郵送・回収を行い、調査票と同様の内容を記載した

Google フォームを使用したオンライン調査も並行して行った。実施期間は 2022 年 10 月 14

日から 2022 年 11 月 20 日にわたって行われ、有効回答数は 60 であり、その回収率は 48.8%

であった。このデータの中から分析に用いた変数は以下の通りである（表 1)。なお、使用

する質問の中で無回答であったものは分析から除外し、重複して回答したものは一つの回

答に絞った。 

 

 

表 1：変数一覧 

 

5.分析結果 

全体的な回答状況を図 1 に示す。審議時間が深夜まで及ぶ状況を変えるべきであると答
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えた人は 94％で、現状が最善と答えた人は全体の 6％に当たる 4 人のみだった。4 人の具

体的な属性内訳を表 2 に示す。 

 

 

図 1：都議会議員の意識調査 

 

 

表 2：現状が最善と答えた議員の属性 

 

議員の基本情報である会派を説明変数に、議員の審議時間帯に対する賛否を目的変数に

し、ロジスティック回帰分析を行なった。 

 

 

表 3：会派との関係 
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分析の結果、p 値が有意水準 5％以下とならなかったため、少数会派と現状が最善と答

えた人に関連性を見出すことができなかった。よって、現状の深夜までの議会を良しとす

る議員は議会での実質的な討論が大事と考える議員で、つまり少数派会派であると立て

た仮説 1 は否定される。 

 

次に政策対象としている人がその議員の主な支持者であると仮定し、「あなたが現在最

も積極的に取り組んでいる政策は、どのような人々を対象にしたものでしょうか。」とい

う質問の回答に、現役世代や子どもの保護者の文言があるかどうかを説明変数に、議員の

審議時間帯に対する賛否を目的変数にし、ロジスティック回帰分析を行なった。 

 

 

表 4：政策対象との関係 

 

分析の結果、p 値が有意水準 5％以下とならなかったため、支持者と審議時間の改革の

考えに有意な差はないという結果になった。よって、住民の議会への参画のしやすさを議

員が考慮しているとすると、現状が最善と答える議員の支持層は主婦層や高齢者ではな

く、勤労者であると立てた仮説 2 は否定される。 

 

表 3 で示した会派と審議時間の賛否の関係が、他の変数によって影響を受けている可能

性を考え、議員の属性である会派や性別、年齢、当選回数、婚姻状況、子どもの有無を説

明変数に、議員の審議時間帯に対する賛否を目的変数にし、ロジスティック回帰分析を行

なった。その結果が表 5 である。 
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表 5：議員の属性 

 

分析の結果、p 値が有意水準 5％よりも大きくなったため、どの説明変数も有意になら

なかった。 

現在の審議時間帯が最善と考えている議員と、変えるべきであると考えている議員の違

いはロジスティック回帰分析だけでは、見出せなかった。このことから審議時間についての

考えは、議員の会派、政策対象者、属性だけでは説明できず、さまざまな要因が絡み合って

いると考えられる。しかし、有意な差が得られなかった原因の一つに、現状が最善であると

答えた議員が少なかった要因もあるのではないか。そこで、議会を変えるべきと答えた人は、

どうしてそのように考えているのか、任意の記述から理由に多かった職員負担と議員負担

を取り上げて、分析する。議員の審議時間帯に対する否の回答を目的変数に、その中で職員

負担を理由にした議員を説明変数にしてロジスティック回帰分析を行なった。その結果が

表 6 である。 
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表 6：職員負担を理由とした意見 

 

分析の結果、p 値が有意水準 5％よりも大きくなったため、どの説明変数も有意になら

なかった。 

 

議員の審議時間帯に対する否の回答を目的変数に、その中で議員負担を理由にした議員

を説明変数にしてロジスティック回帰分析を行なった。その結果が表 7 である。 

 

表 7：議員負担を理由とした意見 

 

分析の結果、会派、性別、年齢、婚姻有無、こども有無は p 値が有意水準 5％より高か

ったため、有意差があるとは言えない。しかし当選回数のみ、p 値が有意水準 5％以下と
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なったため、議員負担を理由とした議員と、その議員の間には有意な差があると言える。

当選回数の回帰係数に着目すると、-0.75 とマイナスになっている。このことから、当選

回数が少ない議員ほど、議員負担を理由に審議時間の改革を訴え、当選回数が多いほど、

審議時間改革を訴える過程で議員負担を理由にはしていない。これは当選回数が少ない議

員ほど、慣れない深夜までの議会に対する負担を大きく感じ、年齢にかかわらず当選回数

が多い議員ほど、深夜まで議論が及ぶ労働環境に慣れてしまっているため、審議時間帯の

改善理由に自分自身の問題が含まれていないと考えられる。 

 

6.結論と含意 

分析では、表 7 の審議時間の改革を求めた議員の中で議員負担を理由とした議員は当選

回数が少ないという結果を得ることができた。このことから議員の新規参入を拡大し、多様

性を確保するためには、当選回数が少なく議員の労働環境に慣れていない議員の感じ方が

大切であり、審議時間の改革は必須ではないか。 

一方でそれ以外の分析では有意な差を得ることができなかった。冒頭で立てた二つの、

審議時間は現状が最善であると答えた議員は少数派会派ではないか、というものと、最

善と答える議員の支持層は主婦層や高齢者ではなく勤労者ではないか、という仮説は本

稿の分析では否定された。しかし、完全に否定することは難しく、本稿で用いていないさ

まざまな要因が影響している可能性も十分に考えられる。その理由の一つに、議員の現状

として産休ですら取得するのが難しい現状がある。橘田（2022）が行った青森県内 40 市

町村議会を対象としたアンケート調査では、地方議員への立候補を促進するための休暇・

休職・復職制度について「必要である」「やや必要である」という肯定的意見が約 7 割で

ある。このように、理想と現実の間でさまざまな要因が絡みあっていることが本件でも予

測される。実際に、酒井大史議員は現状が最善と答えた理由として、「審議日を増やすこ

とも検討すべきだが、議会は結果として長時間になることもあるので、現状と変わらない

可能性があるので。」と述べている。 

また、仮説が支持されなかった原因として、審議時間の現状維持派と改善派の割合がそ

れぞれ 6％と 94％で、前者が圧倒的に少なかったことにあると考えられる。審議時間変更

がされていない現状を考えると、現状維持派が若干多い 6：4 と想定していたが、回答で

は改善派が圧倒的多数であった。また、このような事態を想定し、審議時間の改革が実現

していなのはなぜか、その一番の要因は何だと思うかのようなもう一歩踏み込んだ質問が

必要だった。 
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